
厚生労働省における
アルコール依存症対策について

平成26年10月31日
第1回アルコール健康障害対策関係者会議

厚生労働省 社会・援護局

障害保健福祉部 精神・障害保健課
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厚⽣労働省におけるアルコール依存症関連対策

⽀援

依存症者

○地域体制整備

○相談・指導

○⼈材育成 ○調査・研究

相談治療

⽀援

⾃助団体

依存症家族 ⾃治体
（保健所、精神保
健福祉センター）

医療機関
国

相談指導

相談指導

回復⽀援

研修

研修機関

研修
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厚生労働省におけるアルコール依存症関連対策

①相談・指導

④調査・研究

②人材育成

③地域体制整備

・精神保健福祉センター、保健所において相談・指導を実施
（精神保健福祉センター：６９箇所、保健所：４９０箇所（平成２６年４月現在設置数））

・依存症に関する厚生労働科学研究事業

・依存症回復施設職員研修事業（平成２２年度～）
MAC（全国マック協議会）等の依存症回復施設職員に対して研修を実施

・依存症家族研修事業（平成２４年度～）
依存症家族及び依存症家族に対し相談支援等を行っている者に対して研修を実施

・地域依存症対策支援事業（平成２４年度～）
モデル事業として５道県において依存症家族支援員を設置するとともに研修事業等を実施

・依存症治療拠点機関設置運営事業（平成２６年度～）
全国５か所に依存症治療拠点機関を設置し、専門的相談支援、精神科医療機関等へ

の相談支援等を行うとともに、治療・回復プログラムの開発及び回復支援モデルの確立を図る
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【目的】

依存症回復施設職員に対して、依存症に関する医学的知識や利用可能な社会資源に関する研
修を行い、依存症への対応力を一層強化する。
【内容】

○「依存症」に関する基礎的な知識
○アルコール、薬物の身体への影響
○依存症者が利用可能な社会支援
○基礎的なカウンセリング技法 等

依存症回復施設職員研修等事業

【目的】
長期間依存症者の問題行為に巻き込まれ、消耗した家族へのケアが必要である。
このため、依存症家族等に対する研修を行い、依存症者を支える家族関係や依存症に関する正

しい知識、再発を早期に発見できる観察者の役割を果たすために必要なスキル等についての習
得・理解を図る。

【内容】
○依存症家族に対する心のケア
○依存症家族の依存症に対する正しい知識の習得
○依存症者への接し方 等

依存症家族研修（平成24年度～）

依存症回復施設職員研修（平成22年度～） 対象：依存症回復施設職員（MAC）等

対象：依存症家族及び依存症家族に対し相談支援等を行っている者

平成26年度予算額：6,724千円（平成25年度：6,844千円）

人材育成
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全国拠点機関
（1箇所）

○依存症治療拠点機関で得ら
れた知見の集積
○依存症治療・回復プログラ
ム、支援ガイドラインの開発
○依存症回復支援体制モデル
の確立

など

【目的】
依存症者が必要な治療を受けられていない現状を踏まえ、依存症の専門的な治療・相談が受けられるよう

医療機関の整備や、全国で均一な治療を受けられるよう治療・回復プログラム等の開発を目的とした依存症
治療拠点機関設置運営事業を平成26年度から行う。
○全国拠点機関
依存症の治療を専門的に行っている医療機関。厚生労働省が指定。

○依存症治療拠点機関：5箇所
依存症の治療を行っている精神科医療機関。都道府県が指定。

依存症治療拠点機関設置運営事業
平成26年度予算額:11,743千円（新規）

地域体制整備

事例収集

相談

治療拠点機関
（5箇所）

○依存症者やその家族への専
門的な治療・相談支援
○精神科医療機関等への助
言・指導
○関係機関等との連携・調整
○依存症者やその家族、地域
住民等への普及啓発活動

など

事例収集

相談

自治体

自助団体

医療機関

依存症者・家族

相談支援

普及啓発

治療・
相談支援

普及啓発

連携体制の構築

助言・指導

情報還元

地域住民等

情報還元

助言・指導
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地域依存症対策支援事業

平成２４年度から２６年度にかけてのモデル事業として、依存症者の家族を支援するため、保健
所又は精神保健福祉センターに家族支援員を設置するほか、研修事業等を全国５道県(※)において
実施するもの。
（※）北海道、栃木県、三重県、広島県、福岡県

○ 家族支援員の設置（８，５２５千円）
本事業実施自治体において、「家族支援員」を設置し、依存症家族に対する相談支援等を行う。

【家族支援員の主な業務内容】
・ 依存症家族に対する相談支援
・ 依存症家族への依存症回復施設（精神科医療施設、依存症リハビリ施設、自助グループ
等）の紹介や連絡・調整

・ 依存症家族への依存症に関する普及啓発

○ 地域依存症対策支援計画事業（１１，２８５千円）
平成２１年度から２３年度にかけて実施した地域依存症対策推進モデル事業において、評価・

検討を行った結果、特に評価の高かった研修事業、調査・研究事業、普及啓発事業等について実
施するもの。

１．事業概要

２．事業内容

平成26年度予算額：19,810千円（平成25年度：31,350千円）

地域体制整備
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厚生労働科学研究

「アルコール依存症に対する総合的な医療の提供に関する研究」（平成26～）

 アルコール依存症の予防、治療、社会復帰を支援するために必要な実態を把握し、支援のためのモデル
構築、ガイドライン、マニュアル作成などを目的とする。

「ＷＨＯ世界戦略を踏まえたアルコールの有害使用対策に関する総合的研究」（平成25～）
 わが国の成人の飲酒行動および関連する保健行動、要因についての実態および課題を明らかにし、対策

を提言する。

調査・研究
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